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はじめに　

アソシエーションの思想が功利主義を受容すると、いかに社会理論・思想として有効性を保ちうるのか。ウィリアム・トンプソン(William Thompson)の功利主義と協同思想を、その周辺の古典的功利主義者ベンサムとオウエンと対比しながら、この課題に応えることが本報告の主題である。アソシエーションは、個々人の意志に依存するから、19世紀のコミュニケーションの未発達な状況では、地域的交流の場として形成されることが一般的であった。だが、その「組織」内部のコミュニケーション機能が損なわれるとき、本来の生命力を失う危機、いわゆる組織の形骸化・硬直化なる事態に見舞われる。もし、アソシエーションが自らを統治（管理・運営）する適切な方法、すなわち「ガヴァナンス」を欠くならば、その生命力はたたれることになる。

結論を先取りしていえば、次の二つのことが関心事となる。ベンサムの功利主義が、資本主義の枠組みを承認し、市場の変動・不安定さを前提としながら「最大多数の最大幸福」の実現を目指したのにたいし、トンプソンによる功利主義の受容は前提そのものが一変した状況を想定することになったことから生じる問題である。第一に、社会主義へのパラダイム転換の状況は、功利主義にどのような変容をもたらすのか。第二に、「相互協同コミュニティ」(Mutual Co-operative Community) を理想的なアソシエーションと想定することによって、この「組織」の統治論はいかに変化するのか。トンプソンのケースでは、第一の問題では、幸福論が異なった様相を示す。労働者に豊かで充実した人生、’quality’の高い人生を保証する方向を模索することになる。第二の「ガヴァナンス」に関しては、「協同コミュニティ」論の導入によって、深刻な矛盾を回避できるシステムが展望されることになる。

周辺の功利主義者、ベンサムとオウエンの見解と対比しつつ、アソシエーション論を検討することは、19世紀に、資本主義的市場原理にたいするオルターナティヴの役割を担って登場したイギリス社会主義、まさにその誕生の瞬間に焦点を当てることになる。

『労働全収権史論』のなかで、アントン・メンガーは「労働全収権を中心とするかぎり、社会主義思潮は、ウィリアム・トムプスンの諸著作において完成された形であらわれている」と述べ、「すべての労働者に彼の労働の全収益が帰属するという命題」を正当化した彼を「科学的社会主義のもっとも卓越した創立者」であると評価した(35-p. 76)。この著作を契機に、「リカードウ派社会主義者」の存在が注目され、社会主義史におけるイギリス社会主義の意義と役割とが見直されてきた。しかし、近年、これら一群の社会主義者の主張とリカードウ経済学との関係に疑問が示され、また、従来の「リカードウ派社会主義」研究が、洋の東西を問わず、メンガーも含めて、彼らをマルクスとの対比において理解しようとする傾向に反省を促す見解もあらわれている。「リカードウ派社会主義」という名称そのものを見直す試みがあらわれている。

たとえば、グレゴリー・クレイズはオウエン研究を通じて、「リカードウ派社会主義者」と名づけられた思想家の中から、トマス・ホジスキンを除く人々を「オウエナイト社会主義者」と再規定することを提案している(19- p. 107)。社会思想の総体を評価するならば、彼らの哲学的基礎や理想社会の構想を再検討するならば、その性格規定を変更することは当然である。だが、クレイズの問題提起も次の点で不十分といわざるを得ない。

トンプソンの場合、従来、多くの研究者は彼の哲学がベンサム的功利主義を基礎にしていることを指摘しつつも、その基本的な性格を掘り下げて研究することができず、マルクスやオウエンとの対比による説明にとどまっていた。この点で、クレイズも功利主義の影響に注目したとはいえ、十分にその関連を論じることはなかった。なぜこのような欠陥を克服できなかったのか、その理由は明らかである。

第一に、１９世紀以来今日まで、功利主義思想の最も重要な担い手、ジェレミー・ベンサムに関する研究が文献的に著しく制約されてきたことによる。ベンサム自身は、膨大な草稿を残したものの、それがオリジナルテキストにもとづいて刊行されることはまれであった。公刊された彼の著作の多くが弟子たちによって編纂・刊行され、しばしばオリジナルテキストに編者が修正を施し、ベンサム自身の意に沿わないものであったといわれている。第二に、彼の功利主義はさまざまな批判と中傷にさらされ、当然なされるべき適正な評価を受けることなく、誤解され続けてきたからである。この点を若干補っておこう。トマス・カーライルらはベンサムの哲学を「俗物の哲学」とか「豚の哲学」などと揶揄し、カール・マルクスは「自由・平等・ベンサム」とブルジョア哲学の権化であるかのように批判した。20世紀の後半期にも、ジョン・ロールズやアマルティア・センらは、ベンサムの「最大多数の最大幸福の原理」には、幸福総量の増大のために少数者の利益が犠牲になる危険が潜むとの危惧を感じている。ミシェル・フーコーの批判は最も辛辣であり、痛快であるとさえいえる。刑罰制度の監視モデルとなる「パノプティコン」は、伝統社会におけるコントロールよりも、遙かに大きな力で社会を統制する新しい「精神的・道徳的テクノロジー」の典型として描かれている。そしてフーコーの近代刑罰制度批判にとって見過ごすことのできない重要な指摘がある。彼は、啓蒙のユートピアは、近代ブルジョア文化による「規律・訓練の社会」の形成に通じるという見解を用意した。

しかし、いまベンサムをめぐる研究環境は大きく代わろうとしている。ロンドン大学ベンサム・プロジェクトがすすめる『ベンサム著作集』（The Collected Works of Jeremy Bentham）の刊行事業（それが完成すれば総数６０巻を超えるかもしれないという）が、1980年代から軌道に乗りつつある。このベンサムをめぐる歴史的状況がウィリアム・トンプソンの研究に反映していたことはいうまでもない。トンプソンの功利主義がベンサムのそれと対比され、その独自な解釈が女性解放思想やコミュニティ論と関連づけて論じられるようになったのは、1996年に、D.ドゥーリー (Dolores Dooley)の Equality in Community; Sexual Equality in the Writings of William Thompson and Anna Doyle Wheeler が出版されてからのことである。

本報告では、まず、トンプソンの功利主義をベンサム、オウエンと対比しながら、その独自性を明らかにし、ついで、いかに女性解放思想と協同コミュニティのユートピア社会主義へと結実するかの過程を追うことにする。そして、彼らが意図した功利主義が民主的な「統治」の手法としての「コミュニティ・ガヴァナンス」の思想をいかに豊かにしていったかを解明したい。

暴走する市場原理主義への対応が20世紀ロシア型社会主義では不可能であるとすれば、現代の危機への対応はいかにあるべきか。協同と参加の民主主義は有効性を主張しうるのか。啓蒙のユートピアはいかなる意義を持ちうるのか。

Ⅰ　トンプソンの略年譜（文献16及び24より作成））

· 1775　アイルランド、コーク近郊で生まれる　父は富裕な商人、土地所有者、コーク市長　
· 1818　書簡集『南アイルランドのための実践的教育』を刊行　「コーク学院」への女性の入学を主張　この冊子をロバート・ピール（Robert Peel）とベンサムへ贈る　

· 1822　10月より翌23年2月まで4ヶ月間ベンサム 邸に滞在　この機会にアナ・ウィラー（Anna Wheeler）と出会い、親密な友人関係に入る

· 1824　『富の分配の原理に関する研究』を刊行

· 1825　『人類の半数を占める女性の訴え』を刊行　ベンサマイト・グループを離脱

· 1826　ロンドン協同協会『ロンドン・コーポラティヴ・マガジン』刊行　「協同組　　織への反対論と答え」　「コーク・協同コミュニティの趣意文」など執筆

· 1827　『労働報酬論』の刊行

· 1830　『コミュニティを速やかに経済的に設立する実践的指針』の刊行

· 1831　協同に関する連続講演　コーク州の所有地をコミュニティ設立のために提供

· 1832　「第三回協同組合会議」でオウエンと対立、コミュニティ設立の方針で多数　　派となる

· 1833　アイルランド、ロスカバリー近郊で死去、ベンサムの遺言にならって遺体を　　　

　　　科学の進歩のために解剖し、オートアイコンとして残す

Ⅱ　ベンサム、オウエン、トンプソンの改革思想

トンプソンの主著『富の分配の原理に関する研究』（以下『分配の原理』と略す）は、彼がベンサム邸に滞在中に執筆をはじめ、翌2４年に出版される。そこには、労働価値論にもとづく経済学的見解を、労働全収権論を三つの法則からなる「富の分配の自然法則」として要約されている。すなわち、


第一法則　すべての労働は、その赴く方向と継続性において、自由かつ自発的であるべきこと。

第二法則　すべての労働生産物は、それらの生産者が獲得すべきである。

第三法則　これら生産物の交換はすべて、自由かつ自発的であるべきこと。

第一法則では、人間の生命維持活動にとって不可欠である労働は、本来、各人の主体的・自発的活動であるべきであるとの主張がなされ、労働の隷属性が否定されている。第二法則では、労働の成果は労働主体に属するものであるとの、労働全収益権論の中心的観念が示される。ここから、その成果の横奪の否定が明確となり、搾取論の根拠を得ている。第三法則では、生産物の消費過程への流れも、また生産者が主体的に処理すべきであるとの思想が明示される(9-p.6, p.178)。「富の分配の自然法則」を明らかにすることによって、資本家による労働者からの労働の生産物の搾取が解明された。マルクスはこの理論が剰余価値論・搾取理論の先駆となることを高く評価し、従来のトンプソン研究もこの点に注目してきた。確かに、それは彼の経済学および資本主義観と階級観を基礎づけるきわめて重要な側面ではある。

この法則には、ベンサムの功利主義を受容したトンプソンが、さらにオウエンの協同コミュニティの思想の擁護者となり、オウエン派の一員となって活動するに至った要因が含まれていた。すなわち「自発性」という言葉を用い、労働者階級の「自立の思想」を導き、さらに「自由」という用語によって、「平等の思想」とりわけ男性と女性の間の「性の平等」を理論化する契機が含まれていたからである。オウエンを礼賛するかのように、トンプソンは次のようにいった。「いかにしたら完全な安全(security)を確保しながら分配の平等と和解させてゆくか」、「この厄介な問題の解決を、ある人物が合理的原理に基づいて勇敢に引き受け、それを推進している様子が見えてくる。この人物こそ、スコットランドNew Lanarkのオウエン氏である。（9-pp.384-385）」

皮肉なことに、やがてコミュニティ運動の実践をめぐって、オウエンと鋭く対立することになるが、その要因もまたこの法則に胚胎していた。
とはいえ、トンプソンの労働者階級「自立の思想」と「平等の思想」は、オウエンの経営哲学、人間の性格は環境によって決定されるという「道徳的完成可能性」の思想とともに、オウエナイト社会主義を特徴づける要素となった。自立と自治の問題をめぐって、トンプソン亡き後も、オウエンとオウエナイトのあいだで戦略的な意見の対立を繰り返すとはいえ、イギリス社会主義を特色づけるという役割を果たすことになる。

コミュニタリアンでなかったベンサムにとって、自立と自治の問題は人民主権論にどのように対応するかの課題を提起し続けた。当時の多くの知識人同様に、彼はフランス革命の勃発時にその理想に共鳴し、人民主権論を支持する姿勢を示していた。しかし、革命が流血と混乱を深めるにつれ、その暴力的性格に嫌悪感を抱き、人民主権へのためらいの時期が長くつづくことになった。ただ、その期間にも、法的取り扱いに苦慮し続け他とはいえ、人民主権への期待は揺れることはなかった (28-pp.78-79)。そして1810年代、ラディカルな議会改革論者に復帰し、人民主権論の立場を鮮明にしたのちにも、ドラスティックな変化を伴う政治革命に疑義を抱き、平和的手段によって漸進的に変革を追求する「グラデュアリズム」の姿勢は変わらなかった。オウエンそしてトンプソンも、おおむねこの漸進主義の路線に沿うことになる(28-pp.90-91)。

平和的手段による「グラデュアリズム」という共通性にもかかわらず、三人の社会改革の目標とそれへの手段は異なっていた。ベンサムは多面的な問題関心を持ち、包括的かつ体系的な議論を展開したとはいえ、基本的に法思想家として既存の社会制度すなわち私的所有、自由な競争制度、結婚制度などを維持した上で、法典編纂による法制度の改革を指向した。それに対し、功利主義的アナキスト、ウィリアム・ゴドウィン(William Godwin)の影響を受けたオウエンとトンプソンは、既成の制度すなわち私的所有、結婚、宗教制度の全面的な廃止を視野に入れていた。その意味で、ベンサムよりもラディカルであったといえるが、彼らの変革方法は経済的手法による改革、つまり「相互協同コミュニティ」(Mutual Co-operative Community)設立の資金を募り、まず、それを元手にある地域に一個のコミュニティを建設して理想社会のモデルを示す。その経済的優秀性は誰の目にも明らかとなる。たちどころに、各地にモデルは拡大し、点は面へと広がるであろう。地域ではじまる変革を全国規模の改革へ展開する戦略が描かれていた(45-Ch5) (12-p.15, p.226)。その意味で、経済的「自立」を自らの手で、地域を基礎に推進するという「リージョナリズム」の一種と呼ぶことができよう。

とりわけ労働全収権論を主張するトンプソンは、資本主義認識において最もラディカルであり、自由な市場経済に強く反発し、資本家階級と労働者階級の対立を鋭くえぐり、両者の非和解性を強調した(11-pp.36-37,pp.51-53)。彼の労働者階級「自立の思想」は、従来あまり注目されてはいなかったが、上流階級や富裕層に依存しないで、労働者が小さな力を寄せ集めれば、自らを解放しうるという強い確信があった(12-p.10)。トンプソンのコンミュニタリアニズムは、今日流にいえば、労働者階級の団結・統一・連帯の思想の歴史上最初の表現といえよう。ここで、オウエナイト運動内部の路線をめぐる対立、すなわち大規模なコミュニティの設立をめざすのか、あるいは小規模のものからスタートすべきかという論争がなぜ生じたのかという理由が明らかとなる。オウエンは、コミュニティ設立の資金を富裕な階級に依存し、大規模で超一流の豪華な施設の建設を望んだのに対し、トンプソンは、一人一人の労働者の少額資金を集めて、小規模のコミュニティを設立することに期待した(12-p.15)。彼は若いときから、人間は最後には「カネを出したものに従わされる」ということを信じていたという(24-p.24)。自由と自立とが不可分であることを確信していたエピソードである。

三人の改革論を比較してみると、ベンサムが現実的な改革を主張したのと対照的に、二人のコンミュニタリアンは非現実的なユートピアンであったことは一目瞭然である。オウエンとトンプソンは、ひとたび「相互協同のコミュニティ」が設立され、運営を開始するならば、市場経済のもとで経営されているいかなる企業よりも高い生産性が確保され、構成員の消費を超えた生産物を獲得できると信じていた(7-Ch.1)。また、構成員の知的・道徳的な水準が向上し、慈愛心に満ちた社会が実現し、「最大幸福」が約束されると楽観した。

Ⅲ　トンプソンの功利主義と幸福論　

（1）オウエンの功利主義と経営思想

「最大多数の最大幸福」をモットーとする功利主義には、幸福を目標として「快楽」を追求し、「苦痛」を回避することを命令する「功利の原理」のほかに、何か共通する原理を必要としなかった。個々人の感覚に依存する「快楽」それ自体が主観的な感情であって、幸福感情も幸福観もさまざまな様相を示すであろうことは必定であった。18世紀末以、時代思潮となったとはいえ、さまざまなタイプの功利主義が存在し得た。たとえば、自然神学を基礎として来世で「最大幸福」が実現すると信じるウィリアム・ペイリー(William Paley)の神学的功利主義や、人間の知的改善能力を確信して、一切の権威を排除しても道徳的な社会が形成できると主張したゴドウィンのアナキスティックな功利主義などが代表的な例である。

およそ100年前に、マックス・ベア（Max Beer）はオウエンを評して、「ベンサムの命題がオウエンの前提である」と指摘した。たしかに彼の経営思想とその実践には、くっきりと「ベンサムの命題」が投影されている。オウエンはニューラナーク工場における労働・生活条件全般の改善を手がけて博愛的工場主として著名である。しかし、そのすべてが彼自身による独創的な発案によるものではなかった。当時、各地に建設されていた先進的な機械制工場では、すでに近代的労務管理が始まっていた。この工場の最初の所有主Daleもその一人で、規模は小さいとはいえ、読み書き算数の初等教育が試みられていた(46-pp.23-4)。

オウエンの哲学は、環境改善による人間の「完成可能性」の哲学と功利主義とが結びついて、独自の経営哲学となっていた。次のように表現することができる。利潤本位の工場主は、「死んだ機械」によく油を注ぐが、もし彼らが少しばかり反省し、「生きた機械」＝労働者にも油を注げば、労働者は、その改善に感謝し、高い生産性を示し、予想を遙かに超えた利潤を生み出すであろうと(5-Ch3)。労働環境を整え、教育を重視し、労働力の質の向上のために支出しても、利潤の増大と両立できるとの発想である。ベンサムの費用・便益計算(cost-benefit analysis)にもとづく「利潤の最大化」と「経費の最小化」の思想を適用した考えである。オウエンが、1817年、「協同コミュニティ」の提案を契機に社会主義へ転身する以前では、とりわけ彼の功利主義では経営主義的色彩が濃かった。オウエンが採用した労働・生活環境の改善策は次のように多様であった。
· 日常の生活用品の公正な販売（品質・価格・量目の公正さの確保など）
· 住宅の改良、清掃の徹底、生活環境全般の改善

· 労働時間の短縮　公正な労働評価

· 禁酒の奨励など日常生活の規律をただして、労働者の道徳的振る舞いを向上させた

· 「性格形成学院」と呼ばれる学校を建設し、幼児から成人までの生涯教育の実施

（2）　トンプソンの功利主義　―「最大多数の最大幸福」― 
トンプソンは、ベンサムの基本命題を受容した。利己心は人間行為の合理的基礎であることを承認し、それが求める快楽の追求を是認した。そして社会統治の原理として、「最大多数の最大幸福」のモットーを支える第一原理＝「功利の原理」(the principle of utility) とその不十分さを補う「安全・生存・豊富・平等の補助的原理」(the subsidiary principles of security, subsistence, abundance and equality)を受け入れていた。しかし、トンプソンは、ブルジョア的環境で産声を上げた思想を、労働者階級の「自立の思想」を導くための指針として採用した。それゆえ、ベンサム理論にかなりの修正を加える必要があった。

トンプソンにとって、「幸福」は、「心地よさをあたえる異なった種類の感情から構成されている安楽・安寧（Well-being）の継続の状態」を意味していた(9-17)。Well-beingは単純な一種類の感覚の総計・継続で得られる状態はなくて、さまざまな感情から構成された複雑な心理状態によって得られる「心地よさ」の感情である。それゆえ、幸福は物質的な快楽のみに依存しているのでなく、「共感、慎慮、慈愛などの徳性の量にきわめて大きく依存している」という(9-pp.17-18)。つまり、肉体的快楽を前提にしつつ、さらに知的快楽・道徳的快楽など、多様な快楽からなる複合体であるという認識である。快楽の多様性に着目することは、質的差異を視野に入れ、高度な精神的快楽に注目することを可能にした。いいかえれば、豊かで充実した人生を目標としていたといえよう(12-pp.33, pp.225-226)。

のちに、J. S.ミルが「精神の危機」を克服したのち、高度な快楽という議論を展開し、ベンサムの功利主義の「世俗的一面性」を批判したが、1824年に、すでにトンプソンは『分配の原理』においてミルの議論を先取りしていたわけである。

(3) ベンサム功利主義の世俗的性格

世俗的功利主義は、個々人の肉体的・精神的行為への関心を概念化し、それを基礎として成り立っている。統治の目標「最大多数の最大幸福」の原理は、周知のように、社会全体の幸福の大きさを快楽の総計として計算可能と考えることを意味するが、現実にその計算を行うことは不可能である。その限界を感じたベンサムは、たんに「最大幸福の原理」と改め、さらに実用的性格を示すために、「功利」ないし「効用」を「最大化」(maximization)・「最小化」(minimization)なる概念を用いて、統治行為の適正さを判断する方法を開発した。また、前述のように、「功利の原理」を「安全・生存・豊富・平等の補助的原理」へと言い換えを試みた(47-pp.104-120)。

それにもかかわらず、快楽とその計算可能性へのこだわりには理由があるように思われる。第一の理由は、彼の方法が対象をくまなく網羅して、あらゆる多様性に対応しうる準備をするという姿勢に由来していよう。市場の変動・不安定性はそのまま将来の不透明さを意味している。現在の快楽の連続としてその総量によって幸福の大きさを判断するというのが、ベンサムの特徴ではある。だが、将来が不透明ならば、手近な手段で間に合わせ、現在の快楽もまた貧弱となる。将来への配慮、すなわち「期待」が「安全」であることが、幸福にとっての第一の関心事であるというのが、この原理を修正した趣旨である。市場の予測は量的に表現されることを求めている。予測が安定的であれば、投資が「安全」であると判断されよう。第二の理由は、多様な人間の存在と意識の移ろい安さへの配慮から生じる。刑法論に例をとろう。量刑と犯罪者の心理的対応の相関関係は、「動機」の多様性を考慮してみると実に複雑な方程式のように煩雑である。ベンサムは受刑者の苦痛の「最小化」を保ちつつ、いかに更生へと導くかを模索しつつ、量刑は判断されるべきだと考えた。そのためには快楽と苦痛を数十種類に分類し、対象が含みうる条件や状況の変化を想定し、事態をくまなく網羅するという方法を採用した。そのうえで、量刑と苦痛との比較考量がなされるべきだという信念があった。つまり、個々人の感性の多様性を承認した上で、移ろいやすい感情を数量化する困難な作業にベンサムはあえて挑戦したといえよう。個人の感性を尊重と、緻密な配慮のために、心理学をはじめて社会科学に導入したといわれている。
第三の理由は、ベンサム哲学の基礎的な側面から説明されよう。ベンサムの功利主義は、ギリシャのエピクロス派の伝統を継承しているとF. ローゼンは主張する。エピクロス、ルクレティウスなどは原子論を基礎にした快楽論を唱えた(32-p.62, pp.254-255)。この哲学者たちは、人間の感情・意識・精神の物質的・肉体的基礎を解明して、唯物論的人間観を提唱した。彼らの切実な願い、一切の宗教的幻想を振り払って、現世の幸福を肯定する論理を追求する必要を感じていたからである。彼らの快楽論は、すでに幸福は物質的欲望の充足によってのみ達成されるものではなく、精神の安定・平静・静穏の状態こそ真の永続的な幸福にとって最も好ましい状態であるとの認識へと導いていた。(33-p.316, p.322) 

ローマ時代のセネカなどストア派をへて、それはエピクロス派の伝統を形作って、近代へと受け継がれたのである。19世紀にあびせられた嘲笑の原型は、早くもキリスト教形成期にあらわれていた。新約聖書によれば、キリストの使徒を名乗って、パウロが小アジアへ布教活動に出たとき、ギリシャの哲学者たちと論争をしたという。この嘲笑の原型はすでにこの時期に起源をもつように思われる。キリスト教世界の禁欲的倫理は、エピキュリアンの思想と並行して、脈々と流れ続けたであろう。ベンサムの功利主義は、来世の幸福を唱えるペイリーの神学的功利主義への拒絶意識、国教会による不寛容と精霊信仰と彼岸性への批判併せて考えないと理解しにくい。初期マルクスのエピキュリアンへの関心とあわせて見ると興味深い。(34-pp.15-134)

（4）トンプソンの幸福論　―自制・共感・慈愛の感情―
ベンサムを深く敬愛し、彼の命題を忠実に継承したと志したとはいえ、トンプソンの功利主義の独自性は、「自立の思想」と重なることによって、幸福論において独自な性格を示すことになった(10-p.ix)。ゴドウィンは、ヒュームやスミスの共感の観念を引き継ぎ、コンヴェンションの側面から考察する視点をこえて、「共感の快楽」、つまり肉体的快楽よりも上位の精神的快楽の一つとして位置づけ、快楽の質的区別の議論を展開することになった。トンプソンは、ゴドウィンのこの観念をしたがって、「共感」がさらに高度の快楽に結びつき、「慈愛心および慈善心が形成される基礎である」と見なしていた(9-p.159)。次の点は重要である。共感が高度化するためには、個人が自立的な存在となることが必須の条件となる。社会的存在として自己のアイデンティティを確認しつつ、自愛心・自制心によって、堅忍・自尊心・自己統制など自律することを求める。徳性を高めるための教育と鍛錬が必要という(9-pp.262-263)。
利己的な人間は共感を媒介として、一種の上向発展がプログラミングされた階梯に乗せられる。まず、利己心が不屈の精神・自制心を習得して、一定の徳性へと高められる。ついで、その徳性を知的・道徳的能力に変えれば、「普遍的共感」(universal sympathy)を獲得する力を与えられ、慈愛心・慈善心への向上の途が拓かれる。このプロセスをたどれば、やがて「完璧な信念を備えた人間」＝「高尚な性格」(elevated character)・「高尚な人間」(elevated person)への到達も可能であると想定していた(9-p.522, 10-p.xiii)。かくして、最終到達点、幸福を獲得する能力に至り、階梯は閉じることになる。トンプソンはオウエンの環境決定論を受け入れていたから、共感感情を媒介とする人間の「完成可能性」への信頼が息づいていた。「共感はAssociationの不思議な活動力を必然的に湧き出す感情である」と述べ、コミュニティに不可欠な能力を与えるという。かくして「普遍的共感」はコミュニティにとって精神的基盤と位置づけられる(12-pp.234-240)。

マーク・カズウォン(Mark Kazwan)は、ベンサムとトンプソンの幸福論を比較して、興味深い分析を披露している。ベンサムが短期的な幸福を重視し、快楽と幸福を直接結びつけることが少なかったのに対し、トンプソンは幸福(happiness)と安楽(well-being)をほぼ同義と考え、互いに置き換えできるものと考えていた。幸福(happiness)が安楽(well-being)に言い換えできるとすれば、幸福あるいは安楽を判断するさいに生涯全体にわたって経験されるすべてが考慮の対象になるという。それゆえ、彼の議論は、快楽的側面で覆われていると。カズウォンはトンプソンの幸福概念は「ベンサムの鏡像」（鏡に写る姿は逆の映像）であると結論づけている。

(5) 快楽の多様性

快楽の質的差異を論じることによって、トンプソンは快楽の多様性の議論へと展開することができた。このプログラムの原型は、カトリック神学を体系づけたアウグスティヌスの「愛の階梯」に求めることができる。自己への愛から、近親者、他人をへて、最後に神への愛に至る階梯である。16世紀のトマス・モアは、ユートピア人が肉体的快楽から趣味・娯楽など精神の快楽を享受し、ついに神の愛を楽しむ平静・平安の世界にたどりつく姿を描いている。トンプソンはこれを世俗的に転換した。この伝統をベンサムが知らないはずはなかったが、人間の環境・教育による改善を認めたが、「完成可能性」の域に達するとは考えず、リアリストにとどまった。ユートピアプランに同調しなかった理由がここにある。
快楽の多様性の議論は、さらに「デリケートな快楽」あるいは「副次的・娯楽的・装飾的な快楽」(‘secondary or lighter pleasures’ called ‘ornamental or those of taste’)へと進められる。絵画、彫刻、音楽、作詞などの趣味・娯楽から得られる快楽をそう名づけた(10-p.184, 9-519)。それは労働者に次のような期待を提供することになる。貧困にあえぐ労働者といえども、「協同コミュニティ」においては、労働と生活条件が改善され、個性に応じた趣味・娯楽を選択でき、’high quality’の充実した生活を享受できるのだという希望である。彼の幸福論は、日常生活の様々な要素を総合したWell-being の状態を目指していたと考えられる。質の高い生活をエンジョイするには、相応の能力と資質とを身につけることが必要である。「協同コミュニティ」こそ、それを満たすにふさわしく、最も広い範囲に普及できると説いた。
ユートピアに生きる人間の日常生活について、トンプソンのスケッチを描くとしたら、彼自身の生活信条を紹介しなければならない。絶対禁酒協会のメンバーで、菜食主義者だった彼は、過去１４年か１５年間、肉食をたっており、酒を口にしたことがないといい、「真のエピキュリアン的快楽」(the real Epicurean pleasures)をエンジョイしていたと自己紹介をした。ドゥーリーが引用する書簡に、そのように記されている(24-p.10)。
Ⅲ　トンプソンの協同思想

(1)「具体的な平等の機会」の保障 
トンプソンの著作にふれると、しばしば ’enjoy’, ‘enjoying’, ‘enjoyment’ という言葉が多用されていることに驚かされる。すべての労働者が平等な条件の下で生きることが同時に保証されるべきだとの願望が含まれている。

ベンサムの「補助的原理」によれば、「平等」への配慮は「安全」に劣るが、ユートピアンは「平等」と「安全」とのこの難問を一挙に解決する手だてを「発見」したと考える。「協同コミュニティ」がそれである。構成員（最大で約2000人規模が適当）は少額の貯蓄（週1ペンスから1シリング）をして株式（￡5から￡100の株券）を取得してこれを組織する。それゆえ、「平等な人々による株式会社(Joint-stock Company of equals)」と呼ぶにふさわしい。完全な自治が実現する協同労働のアソシエーションである(9-p.488, 12-p.15)。トンプソンの平等論は、平等な分配を保障する「分配の平等」論ではなく、各人の能力と努力にたいする平等な扱いを主張する「機会の平等」論といえる。しかし、コミュニティにおいては、共同労働で農業と工業に従事し、共同生活を営むことによって、三つの幸福の基本的条件（1．健康、2．個人的・人間的自立性、3．社会的・知的エンジョイメントと改善）が満たされ、全員の幸福という目標が実現できるという。

コミュニティでは、「安全」と「平等」を概念的に区別する必要はなく、両者は結合して、新しい概念「平等な安全」(equal security)へと変容する(9-p.90)。たんなる幸福の条件ではなく、それは「分配の自然法則」とならぶ基本的「原理」と理解され、「平等な安全の原理」と名づけられる。「分配の自然法則」と併せてこの原理を維持すれば、経済的メリットは大きい(9- p.97)。すなわち、「平等な安全の原理」と「分配の自然法則」が支配する状態のもとでは、構成員は共感・慈愛の精神によって、相互に助け合い、情報を交換し、技術を向上する機会をえて、自己の労働の生産性を高める手段を手にすることができる(12-pp.242-243)。それによって、労働生産物の蓄積が増大するから、協同労働の優秀性が顕著になると説明する(9-pp.223-239, p597)。
この楽観的な見解は、「資本家的労働者(Capitalist Laborer)」という概念の提起を促した。労働者は生産者であると同時に消費者となり、自分の生産物を自ら取得し、処分できるようになるから、彼らを苦しめた害悪は消滅するであろうと(9-p424, p.598)。だが、研究者はこの概念に悩まされてきたように思われる。一個人の内に資本と労働とを併せ持つ人格は、二つの階級的要素を併せ持つことになり、両者の非和解性を強調する立場とは矛盾することになる。むしろ彼らを「小生産者」と理解すれば、この思想は資本家階級と労働者階級との中間に位置する「小生産者階級」のイデオロギーであると規定できるという見解である。

しかし、トンプソンにあってはこの概念は労働者が自立して資本家からの搾取＝害悪から解放された「理想像」であって、この像を描くことができたからこそ、非政治的で漸進的な自己解放の道筋が描けたのである。

(2)「性の平等」と幸福

トンプソンは社会形成にとって「平等」をベンサムよりも重視していたから、「具体的な平等」が直ちに実現することを願っていた。1825年、A.ウィラーとの議論をふまえて、『人類の半数を占める女性の訴え』(Appeal of One-Half the Human Race, Women, Against the Pretensions of the Slavery )を刊行した。ジェームズ・ミルとの普通選挙権要求に女性を含めるか否かの対立を契機に執筆されたこともあって、この年、トンプソンはベンサマイト・グループを離脱することになり、いっそうオウエン派、とくにロンドン協同協会(London Co-operative Association) の運動に荷担していった。

この著作の題名は、女性の権利を男性のそれと対等にすることを主題としていたが、すべての人間の平等を訴えるものであった。「すべて人間は･･･、彼らが選んだ幸福を実現する快楽を享受するための平等な具体的機会を持っているであろう」 との見解は、「性の平等」の主張となる。「生来のあるいは生後獲得した才能に見合ったエンジョイメントを、男性と女性との間で等しく享受することを保障」することを求め、女性が男性と同等の快楽をエンジョイすべしと訴えた。(10-p.80, p.155, pp.199-208)。ウルストンクラフトの女性論における政治的・社会的権利と教育の平等の視点を継承するとともに、「自立の思想」と「具体的な平等の機会」の主張を重ね合わせることで、彼女の主張を凌駕することができた。

その特徴の第一は、トンプソンの教育論をこの課題にも適用していることから生じている。女性にたいして自制心を鍛錬し、自立と自己統制の能力を高めるよう求め、積極性を促してし、女性に責任を促している点である(10-pp.89-90, p.164)。第二の特徴は、女性は男性と闘うべしとの「男性敵論」の立場をしめしていない点である。むしろ男性優位の社会では、男性自身の幸福も損ねられると述べ、男女が互に理解を深め、協力して幸福実現へ向け努力すべきであるという(10-p.154)。第三に、『女性の訴え』は、彼のコミュニティ構想に著しく女性の幸福を考慮した性格をあたえている。『実践的指針』（1830年）では、私的権利の擁護にとくべつの配慮がなされている。住民の居室の設計に個々人のスペースの確保と私的会話の秘密を守るための完全な隔離に強いこだわりを示している。たとえば、婚姻関係にある男女にも、希望するならばそれぞれ独立した寝室が提供される。家族の解体とフリーセックスが理想であったと解釈する研究者もいる。功利主義が社会主義に持ち込まれたとき、プライバシーへの配慮が何よりも優先されるべきであるとの個人主義の表明であった。

(3) 家事労働からの女性の解放

この『女性の訴え』で展開された思想は、London Co-operative Societyの規約のなかで、ジェンダー論の歴史における画期的な主張に結実する。「性の平等」を実質化するための不可欠の条件は、家事労働からの女性の解放である。この主張は、ウルストンクラフトの『女性の権利擁護』にも、のちのJ. S. ミルの『女性の解放』でも言及されなかった画期的な視点であった。実はこの規約はトンプソンが書いたかどうか不明であるが、彼が起草に参画し、この立場を主張した想定される。この規約は、「われわれはコミュニティ内のあらゆる機会に、彼女たちに男性と同じ資格を保障する」と表明した。「…彼女たちに等しい尊敬と共感の機会を与えるために、…われわれは炊事、洗濯、部屋の暖房などの家事労働からの解放を保障する。それはコミュニティ全体の問題として、科学的な原理に基づき、大きな経済的規模で行われるであろう。(13)」「性の平等」の思想をコミュニティに持ち込むことによって、エンジョイメントの平等の観念を社会主義に注入した。

ドゥーリーはこのレベルに達した幸福論、永い生活時間を経過し、さまざまな経験を経る中で「普遍的共感」を媒介して高められる慈愛心に支えられた幸福感は、単なる快楽主義的幸福感というよりは、さらに理性の働きに助けられた合理的に判断を加えて、他人と喜びを共有する幸福感となっているのではないかとの意見を示している。つまり、Hedonismの側面を否定するわけではないが、アリストテレスがいう Eudaemonismの側面も考慮すべきではないかという。

Ⅳ　功利主義・民主主義とガヴァナンスの思想

（1）ベンサムによるマイノリティの権利擁護

功利主義の統治論を理解するためには、まずベンサムの理論の検討から始めるとよいだろう。彼の理論への根強い批判の一つに、多数派の利益を優先し、少数派や弱者の利益が犠牲になるのではないかとの懸念が絶えない。1830年代中頃、アレクシス・トクヴィルがアメリカの実情を観察して、民主主義制度の形骸化に警鐘を鳴らしたことは周知である。トクヴィルから多くを学んだJ. S.ミルは、多数決原理を採用する民主主義の弱点として、多数派の横暴と少数派への配慮の欠如を招きやすいとの制度的欠陥を指摘した。この点でも、ベンサムはミルの先達であった。

まず、「最大幸福」の原理の適用は、少数者の利益を犠牲にするとの懸念について、否定的な見解をベンサムは抱いていたものと思われる。彼の思想から引きだされた弱者への配慮と擁護を示す事例を挙げると以下のようになる。
労働困難な弱者の救済（ただし貧困を容認）
女性の権利擁護（ただし選挙権の要求からの排除を容認）

奴隷制の廃止の支持

監獄の改善

死刑廃止の主張

同性愛者の権利擁護

動物愛護の思想

では、いかに少数者・弱者の利益は擁護できるのだろうか。

（2）『憲法典』の構想－民主主義の「壊れやすさ」と予防策－

ベンサムの思想の根幹には、前述のように、人民のなかに主権をおくという志が一貫していた。1820年代のはじめからの10年間、『憲法典』の構想に没頭して、「主権が人民にあり、それは彼らにより、かつ彼らのために仕えるものである」と明確に述べ、普通選挙権の要求、秘密投票、平等選挙区など、公正な選挙制度に基づく代議制民主主義を主張した(2-Ch.3, p.25)。
そこには、ベンサムらしい特徴が含まれている。第一に、統治方式の中心的関心事として、統治による利益を最大化し、必要なコストを最小化する方法の探求、すなわち「公職能力の最大化・費用の最小化の原則」の採用を訴えていた(2-Ch3, p.163)。第二に、人民主権への疑念を引きずっている局面からの特徴である。直接民主制ではなく、代議制を採用させたことを反映し、選挙権の規程から女性が排除する結果となった点である。フランス革命直後のプランでは、女性を含む要求が提案されていたが、『憲法典』のなかで削除され、それ以後復活されることはなかった。第三に、代議制民主主義を採用したさいの危険性についての言及である。人民が政治に参加することの意義を承認した上で、人民の権利を確認し、民主主義を制度的に整えても、それで民主主義が実現できるという保証が得られないことを理解した。つまり、人民の意識の移ろいやすさ、政治的指導者の権力への執着などにより、民主主義は「崩れやすい」・「壊れやすい」と判断したのである(17-pp.33-38)。そこで、この欠陥を補うための施策を考案した。公務員採用の民主的試験制度、利害関係者への説明責任を担保するための諸制度、政府が所有するすべての情報の開示、新聞報道の自由など多岐にわたる施策である(2-Ch.3, pp.22-23, Ch.6,pp.83-85)。いずれも「ガヴァナンス」の理解にとって誠に意義のある発言であった。

（3）公正・正義の実現のための世論－情報の公開の原則－
歴史は、今日までベンサムの警鐘、民主主義の’fragility’についての指摘に真摯に対応いているとは言い難い。振り返ってみれば、彼の提案は、徹底的に人民の意識の陶冶に期待するものであった。あらゆる情報を開示する原則と、公正・正義の実現のための世論の形成である(2-Ch.5, pp.4041)。それは『社会契約論』において、人民主権を提起した啓蒙思想家J. J. ルソーが求めた「透明性」の伝統を継承していることを意味していた。
· 情報の開示は世論の質を高め、統治者（管理者）と被統治者（被管理者）の相互監視(watching)、点検(monitoring)によって、その効果を高め、政治的改革を促進することが期待できる

· ｢世論｣の潜在的な力が政府に対し強制力を持ちうること　｢世論の法廷｣(public opinion tribunal)は政府を監視し、悪政を改めさせる力がある(2-Ch.1, pp.1-6, pp.157-159)
「世論の法廷」と名づけられた「目に見えない法廷」は、絶えざる「監視」と「点検」によって大衆的・道徳的制裁となって作用し、その潜在的な力を発揮する。「公開」と「世論」とは統治に責任を持つ政府に説明責任を義務付ける主要な要因であった。その力は裁きの場を形成し、専制政治に導くかもしれない政治権力の恣意的な乱用をチェックしコントロールするように機能するとベンサムは強調した(17-pp.38-40)。ベンサムが意図した世論形成は、アイデンティティの確認をかけて繰り広げる討論を通じての自生的社会秩序への希求といえる。いいかえればヒューム、スミスらイギリスの伝統を継承した功利主義的な「コンベンショナリズム」といえよう。歴史を形成するのは最終的には人民の意志と行動力であるとの認識と自覚を求めていたのである。
（4）オウエンの統治論

オウエンのコミュニティ統治論を検討する際には、彼の理論的主張と実践的状況での対応のずれに注意する必要がある。彼のコミュニティ実験はいずれも失敗が運命づけられていた。ユートピアンが決して逃れられない宿命であったとはいえ、それを遂行する本人は行き詰まりを打開すべく、手だてを尽くすこともまた宿命といわざるを得なかった。指導者のへの個人崇拝や家父長的性格、構成員の自由の制限、ねつ造した情報の発信等々、コミュニティ実験の「負の遺産」はオウエンの名と結びついている(46-Ch.5)。

20世紀の社会主義はいずれもが避けがたくこの「負の遺産」を引き継いでしまった。オウエンの実験には、20世紀社会主義の悲劇の原型と思われる事態が予示されている。いわゆる科学的社会主義がユートピアのそれより優れているとのマルクスらの問題提起は、当時その実態を知りうる立場にいたからできた発言であることは確かであろう。だが同時に、競い合っていた各派の社会主義者たちが自らの正当性を示すために、他の党派を貶めるような表現をしたことを忘れてはならない。ユートピア社会主義と科学的社会主義への区分は、社会主義の歴史を振り返ってみると適切ではなかった。とりわけ、ユートピア社会主義者と呼ばれた一群の思想家を顧みない風潮を生み出したからである。

ところが、功利主義の側面からオウエンを追ってみると、家父長的・カリスマ的性格とは異なった側面が見えてくる。ベンサムやトンプソンと同じく「コンヴェンショナリズム」を共有し、コミュニティは、構成員自身による自治によって統治されるべきであると認めていた。また、「情報の開示」と「世論」とが自治の「責任性」を推進するために不可欠であるとも認識していた。統治のために起草された「コミュニティの憲法」は、意外なほど民主的であった(45-Ch.4, Ch.5)。その要点は次のようである。

· コミュニティ設立資金が富裕層から提供されても、合理的に運営されるので、容易に資金は返済可能である

· 返済されれば、施設の管理は住民の自治に任される

· 管理業務は一定年齢の構成員全員が責任を負う、その業務は単純で余暇の楽しみ程度であるはず　特定の専門家を排除する（アマチュアリズムが特徴）

· 業務に関する情報はすべて記録し、公開される

· 選挙の弊害と民主主義の形骸化を回避することを目指す

実践においては家父長的・独裁的姿勢を保ち続けたとはいえ、理論・思想は民主的であった。また、選挙の弊害・民主主義の形骸化を警戒する点では、ベンサムのように民主主義の「壊れやすさ」をも認識していた。

（5）トンプソンと自治の観念

「平等な安全の原理」は経済的に有益であるばかりでなく、統治の分野でも有効な役割を果たすとトンプソンと信じていた。彼の統治論は、「平等な安全」と代議制統治・自治とは、二つの素晴らしい恵み (the two great blessings, equal security and representative or self-government)に数えられ、両者は密接に関わり合い、相互依存的であり、一方が確立されれば必ず他方も確立されると確信していた(9- p.267, p.325, p.488)。

トンプソンのコミュニティ・ガヴァナンスの思想は、ベンサムのそれより楽観的であるが、「コンヴェンショナリズム」の一種であった。次のように要約できるであろう。まず、代議制だけが「安全」を確保する途であり、それは自治によってのみ達成されるとの原則が示される。(12- pp.245-248)。そして、自治能力は、教育による自己改善・自己陶冶を通じて涵養されるし、また自発的な労働と交換によって合理的な精神を養われるから、真に誠実で、かつ最も思慮深い人間を指導者（代表者）として選出することができる。さらに指導者（代表者）は、規則的に活動内容の開示・報告を行い、説明責任を負うものとされる。同時に、正しく方向付けられた世論の力は、指導者の活動を支えることができるとしている(9-p.255)。
その特徴は次のようである。第一に、代議制が統治にふさわしい方法との立場が表明されていること。指導者の適格性の判断や構成員の除名など最も重要な事項に関しては、全員の参加によって賛否が問われるとされる。最大で約2000人規模のコミュニティでは、それは直接民主主義の方法と呼べるものではあるが、代議制に拘っているように見える。第二に、指導者の職務について情報の開示、説明責任など管理責任を明確にするとともに、コミュニティの構成員たちの意志形成、すなわち世論の役割などが重視され、ベンサムのガヴァナンスの思想をおおむね継承していること(12-pp.245-246)。それにもかかわらず、第三に、「協同コミュニティのなかでは、世論の影響はその最も有益な限界のなかで機能するであろう」と述べ、世論の力が強まり、「安全」を確保することに効果的だと考えていることなどを指摘できるであろう(10-p.163, 12-pp.39-43)。
トンプソンの「ガヴァナンス」論は、ベンサムとは対照的に、民主主義の「壊れやすさ」への懸念が影を潜め、その実現の困難性についての認識は薄くなり、それにつれ著しく単純かつ楽観的なものとなった。
まとめ　
1832年4月、第三回協同組合会議で、ウィリアム・ラヴェット(William Lovett)は発言した。「みんなは一人のために、一人はみんなのために！(All for each, and one for all!)」このモットーは、やがて労働者の大義として人々の口をつく。労働者一人一人の小さな力を集めて「自立」しようとのトンプソンの訴えが、大きな力に頼るオウエンの戦略に勝利した会議での叫びであった。

功利主義を社会主義に持ち込むことによって、労働者の自立と幸福の実現の方途を求めたトンプソンは、「完成可能性」を信じて「協同コミュニティ」のユートピア構想を楽観的に描くことができた。それが社会改革論として現実性を持ち得なかったことは改めて述べるまでもない。しかし、労働者の「自立」と充実した生活保障を追求するイギリス社会主義に新たな地平を拓くことに貢献した。労働者階級の状態の改善のための手段として、彼は、株式会社による組織化の方法を提起した。その後、エイブラム・クーム（Abram Combe）やウィリアム・ペア(William Pare)などオウエン派のコミュニティ論に広がり、さらにJ.S.ミルのアソシエーションの理論に引き継がれ、株式会社の自由な設立を主張した。そのさい、彼は営業状態の公開が、組織の堕落・退廃の危険を避け、公衆を守る最善の保障と考えていた。協同組合と株式会社はミルの社会主義を特徴づける重要な要素となったことは注目に値しよう。
トンプソンの思想の展開をベンサムやオウエンなど周辺のそれと併せて、それぞれの不足、不十分な要素を補い合って見ると、現代に示唆するものに気付くであろう。トンプソンは、労働者の未来像として‘Capitalist-Laborer’という概念を提起した。ここで論じた三人の功利主義者の思想を延長してみると、「グローバル・シチズンシップ(Global Citizenship)」という概念を得ることができるだろう(29-pp.1-12)。これらはユートピアかもしれないが、考慮の範囲を超えたものとは思われない。
トンプソンの変革思想は、ベンサムとオウエンたちが提唱したものによって補いつつ整理してみると、三つのキーワードで総括できるように思われる。すなわち第一に、変革は権力を奪取し、一挙に体制を転換するという方法ではなく、漸進的に実行するほかはないとの「グラデュアリズム(Gradualism)」、第二に、変革はコミュニティという地域的活動の積み重ねで進行するとの「リージョナリズム(Regionalism)」、そして第三に、民主的な制度を保障するための、アイデンティティをかけた討論によって形成される世論が不可欠であるとの「コンヴェンショナリズム(Conventionalism)」からなるものと要約できよう。その内容は、いずれも現代に通じる貴重な実践的な思想を提唱していたのである。

今日、アソシエーションの形態は、ますます多様化している。企業、協会、組合、学校、教会、自治体などなど、そしてNGOや NPOなども登場して、国際的なスケールで拡大し重層化している。同時に、世論の力の増大につれ、社会組織の行為に倫理的反省を求める傾向の高まり、個人と組織の関係を見直すことが求められる機会が増えている。組織が抱えている情報の開示、構成員への説明責任、ステークホルダーの利益擁護など本論で指摘したさまざまな概念、すなわち19世紀の古典的功利主義が提起した倫理思想によって、「ガヴァナンス」の民主化が叫ばれるようになった。とくに近代社会で最も重要なセクターとなった企業では、ビジネスエシックスを具体的に追求する手法として、コーポレイト・ガヴァナンス、企業の社会的責任、社会的貢献、コンプライアンスなどを進めることが自らの生き残りのために不可欠であるとの認識が強まっている。しかし、その実態はといえば、たとえば、日本の企業がそうであるように、民主制・透明性を真摯に追求するかの姿勢は見せかけにすぎない場合が多い。

このような状況の中で、いまフーコー系のガヴァナンス論がアナキカルナ主張を繰り返し注目されている。この批判が語っているように、19世紀のユートピアがしばしば負の機能を果たすことは歴史が証明してきた。しかし、それはことの一面に過ぎない。フーコーの議論は、ゴドウィンのアナキズムと似て、社会批判として鋭く暗部をえぐり出す力があるが、社会形成理論としては、他の理論によって媒介させない限り、それ自体に有効性を含んでいないという決定的な弱点がある。

19世紀の古典的功利主義者が模索してきたガヴァナンスの思想が、アソシエーションの民主化という課題にとって、パイオニアの役割をはたいたことは否定できない事実であろう。彼らの思索が共通して教えるところは、世論の力に依拠すべしという教訓である。世論の形成にとって、当事者間の合意形成が、民主的管理にとって欠くことのできない要件となる。個々人の意見の多様性を尊重しつつ、共通の価値基準を設定することが求められる。人権の尊重、自由・平等・博愛、公正・正義などの価値基準は、抽象的でかつ曖昧でありながら、すべての人が否定したり、拒絶したりできない原理として、18世紀に「啓蒙のユートピア」が唱えた「永遠・普遍の原理」から導かれた。各人がそれぞれの価値判断をもちうることを承認しつつも、「啓蒙のユートピア」に立ち返ることが、討論を挫折から救う方法として有効であろう。

危機の時代に、ユートピアは顧みられるという運命を担ってきたからである。

　　

Lester Brown : Let us work together to save civilization! 
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